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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　圧電体が、
　Ｐｂ（ＺｒxＴｉ1-x）Ｏ3　（１）
（式中、ｘは、Ｚｒ、Ｔｉの元素比Ｚｒ／（Ｚｒ＋Ｔｉ）を表す。）
で表されるペロブスカイト型構造を有するジルコン酸チタン酸鉛を主成分とし、かつ該圧
電体のＰｂ、Ｚｒ、Ｔｉの元素比Ｐｂ／（Ｚｒ＋Ｔｉ）が１．０５以上であり、Ｚｒ、Ｔ
ｉの元素比Ｚｒ／（Ｚｒ＋Ｔｉ）が０．２以上０．８以下であり、かつ該圧電体のキュリ
ー温度Ｔｃと該圧電体のＺｒ、Ｔｉの元素比に於けるバルク状態でのキュリー温度Ｔｃ0

がＴｃ＞Ｔｃ0＋５０℃の関係を満たし、膜厚が１μｍ以上１０μｍ以下であることを特
徴とする圧電体。
【請求項２】
　前記圧電体の格子定数ａ、ｃが１．００５＜ｃ／ａ＜１．０５の関係を満たすことを特
徴とする請求項１記載の圧電体。
【請求項３】
　前記圧電体が１軸配向結晶又は単結晶であることを特徴とする請求項１又は２記載の圧
電体。
【請求項４】
　前記圧電体が＜１００＞配向であることを特徴とする請求項３記載の圧電体。
【請求項５】
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　請求項１乃至４のいずれか１項に記載の圧電体と、該圧電体に接する一対の電極とを有
することを特徴とする圧電素子。
【請求項６】
　前記電極の少なくとも一方が＜１００＞配向したペロブスカイト型構造の酸化物電極を
含むことを特徴とする請求項５に記載の圧電素子。
【請求項７】
　吐出口に連通する個別液室と、該個別液室に対応して設けられた圧電素子を有し、前記
個別液室内の液体を前記吐出口から吐出する液体吐出ヘッドであって、
　前記圧電素子は、請求項５または６に記載の圧電素子であることを特徴とする液体吐出
ヘッド。
【請求項８】
　基板上又は基板上に形成されたバッファー層の上に第一の電極膜を形成する工程と、前
記第一の電極膜の上に圧電体を形成する工程と、前記圧電体の上に第二の電極膜を形成す
る工程と、を有する請求項５または６に記載の圧電素子の製造方法であって、
　前記圧電体がジルコン酸チタン酸鉛を主成分とするターゲットを用いてスパッタリング
法により形成され、該圧電体のＰｂ、Ｚｒ、Ｔｉの元素比Ｐｂ／（Ｚｒ＋Ｔｉ）が、ター
ゲットのＰｂ、Ｚｒ、Ｔｉの元素比｛Ｐｂ／（Ｚｒ＋Ｔｉ）｝ターゲットに対しＰｂ／（
Ｚｒ＋Ｔｉ）＞｛Ｐｂ／（Ｚｒ＋Ｔｉ）｝ターゲットの関係を満たすことを特徴とする圧
電素子の製造方法。
【請求項９】
　前記圧電体は、ターゲット密度が９０％以下であるジルコン酸チタン酸鉛を主成分とす
るターゲットを用いたスパッタリング法により形成されることを特徴とする請求項８記載
の圧電素子の製造方法。
【請求項１０】
　吐出口に連通する個別液室と、該個別液室に対応して設けられた圧電素子を有し、前記
個別液室内の液体を前記吐出口から吐出する液体吐出ヘッドを有する液体吐出装置であっ
て、請求項７記載の液体吐出ヘッドを有することを特徴とする液体吐出装置。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、圧電体、圧電素子、圧電素子を用いた液体吐出ヘッド、液体吐出装置及び圧
電素子の製造方法に関する。
【背景技術】
【０００２】
　近年、圧電アクチュエーターは、モータの微細化、高密度化が可能であるという点で、
電磁型モータに代わる新しいモータとして、携帯情報機器分野および化学、医療分野で注
目されている。圧電アクチュエーターはその駆動に際して電磁ノイズを発生させず、また
ノイズの影響も受けない。さらに、圧電アクチュエーターはマイクロマシンに代表される
ような、サブミリメートルクラスの大きさの機器を作る技術として注目されており、その
駆動源として微小な圧電素子が求められている。
【０００３】
　一般に圧電素子は、圧電体に熱処理を施したバルク材の焼結体や単結晶体を切削、研磨
等の技術によって所望の大きさ、厚さに微細成形して製造するのが一般的である。また、
微小な圧電素子を形成する上では、金属やシリコンなどの基板上の所定位置に、印刷法な
どの方法を用いて、グリーンシート状の圧電体を塗布・焼成し、圧電素子を直接形成する
手法が一般的ある。このようなグリーンシートからの成形体は、厚みが数十μｍ～数百μ
ｍ程度であり、圧電体の上下には電極が設けられており、電極を通じて電圧が印加される
ようになっている。
【０００４】
　従来、液体吐出ヘッドに用いるような小型の圧電素子は、バルク材の圧電体を上記のよ
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うに切削、研磨等の技術によって微細成形したり、もしくはグリーンシート状の圧電体を
用いて製造されたりしていた。このような圧電素子を用いた装置としては、例えばユニモ
ルフ型の圧電素子構造を有する液体吐出ヘッドがある。液体吐出ヘッドは、インク供給室
に連通した圧力室とその圧力室に連通したインク吐出口とを備え、その圧力室に圧電素子
が接合もしくは直接形成された振動板が設けられて構成されている。このような構成にお
いて、圧電素子に所定の電圧を印加して圧電素子を伸縮させることにより、たわみ振動を
起こさせて圧力室内のインクを圧縮することによりインク吐出口からインク液滴を吐出さ
せる。
【０００５】
　このような作用を利用して現在カラーのインクジェットプリンタが普及しているが、そ
の印字性能の向上、特に高解像度化および高速印字が求められている。そのため液体吐出
ヘッドを微細化したマルチノズルヘッド構造を用いて高解像度および高速印字を実現する
事が試みられている。液体吐出ヘッドを微細化するためには、インクを吐出させるための
圧電素子を更に小型化することが必要になる。更に、最近液体吐出ヘッドを配線直描等の
工業用途に応用する試みも活発である。その際、より多様な特性をもつ液体をより高解像
度にパターニングする必要があり、液体吐出ヘッドの更なる高性能化が求められる。
【０００６】
　近年、マイクロマシン技術の発達により、圧電体を薄膜として形成し、半導体で用いら
れてきた微細加工技術を駆使してより高精度な超小型圧電素子を開発する研究がなされて
いる。特にスパッタリング法、化学気相合成法、ゾルゲル法、ガスデポジション法等の薄
膜法により形成される圧電体の厚みは、圧電アクチュエーター用途の場合、一般に数百ｎ
ｍ～数十μｍ程度である。圧電体には電極が設けられており、電極を通じて電圧が印加さ
れるようになっている。
【０００７】
　一方、圧電素子の小型化に伴い、より大きな圧電特性を示す高性能な圧電体材料の研究
も活発である。近年注目されている圧電体材料としては、一般式ＡＢＯ3で構成されるペ
ロブスカイト型構造を有する強誘電体材料がある。この材料は例えばＰｂ（ＺｒxＴｉ1-x

）Ｏ3（チタン酸ジルコン酸鉛：ＰＺＴ）に代表されるように優れた強誘電性、焦電性、
圧電性を示す。
【０００８】
　一般にスパッタリング法、化学気相合成法、ゾルゲル法、ガスデポジション法等の薄膜
法によりＰＺＴの圧電素子を形成する場合、得られる薄膜は一般式ＡＢＯ3で構成される
ペロブスカイト型構造をとる。そしてＰｂ、Ｚｒ、Ｔｉの元素比　Ｐｂ／（Ｚｒ＋Ｔｉ）
が一般式ＡＢＯ3で構成されるペロブスカイト型構造の化学量論比である１以下では急激
に圧電性が低下してしまう。このため、ＰＺＴの圧電素子を形成する上では、Ｐｂを化学
量論比より若干過剰に添加する場合があり、特にスパッタリング法ではその傾向が顕著で
ある。しかしながら、Ｐｂを化学量論比より更に過剰に添加すると一般に電圧印加時のリ
ーク電流が増大してしまう。このため、リーク電流の増大と圧電性との影響をトレードオ
フの関係として、最適なＰｂ過剰添加量を決定する必要があった。（非特許文献１）
【０００９】
【非特許文献１】ＦＵＪＩＴＳＵ．５３，２，ｐ．１０５－１０９（０３，２００２）
【発明の開示】
【発明が解決しようとする課題】
【００１０】
　本発明の目的は、上記問題点を解決し、大きな圧電性を有し、かつ鉛過剰添加時に問題
となる電圧印加時のリーク電流が抑制できるジルコン酸チタン酸鉛を主成分とする圧電体
、これを用いた圧電素子とその製造方法を提供することにある。また、均一で高い吐出性
能を示し、微細なパターニングを行うことが可能な液体吐出ヘッドおよびこれを有する液
体吐出装置を提供することにある。
【課題を解決するための手段】
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【００１１】
［１］上記目的は、圧電体が、
　Ｐｂ（ＺｒxＴｉ1-x）Ｏ3　（１）
（式中、ｘは、Ｚｒ、Ｔｉの元素比Ｚｒ／（Ｚｒ＋Ｔｉ）を表す。）
で表されるペロブスカイト型構造を有するジルコン酸チタン酸鉛を主成分とし、かつ該圧
電体のＰｂ、Ｚｒ、Ｔｉの元素比Ｐｂ／（Ｚｒ＋Ｔｉ）が１．０５以上であり、Ｚｒ、Ｔ
ｉの元素比Ｚｒ／（Ｚｒ＋Ｔｉ）が０．２以上０．８以下であり、かつ該圧電体のキュリ
ー温度Ｔｃと該圧電体のＺｒ、Ｔｉの元素比に於けるバルク状態でのキュリー温度Ｔｃ0

がＴｃ＞Ｔｃ0＋５０℃の関係を満たし、膜厚が１μｍ以上１０μｍ以下であることを特
徴とする圧電体によって達成される。
【００１２】
　［２］また、上記目的は、上記本発明の圧電体と、該圧電体に接する一対の電極とを有
することを特徴とする圧電素子によって達成される。
【００１３】
　［３］また、上記目的は、吐出口に連通する個別液室と、該個別液室に対応して設けら
れた圧電素子を有し、前記個別液室内の液体を前記吐出口から吐出する液体吐出ヘッドで
あって、前記圧電素子が上記本発明の圧電素子であることを特徴とする液体吐出ヘッドに
よって達成される。
【００１４】
　［４］また、上記目的は、基板上又は基板上に形成されたバッファー層の上に第一の電
極膜を形成する工程と、前記第一の電極膜の上に圧電体を形成する工程と、前記圧電体の
上に第二の電極膜を形成する工程と、を有する圧電素子の製造方法であって、
前記圧電体がジルコン酸チタン酸鉛を主成分とするターゲットを用いてスパッタリング法
により形成され、該圧電体のＰｂ、Ｚｒ、Ｔｉの元素比　Ｐｂ／（Ｚｒ＋Ｔｉ）　が、タ
ーゲットのＰｂ、Ｚｒ、Ｔｉの元素比　｛Ｐｂ／（Ｚｒ＋Ｔｉ）｝Ｔａｒｇｅｔ　に対し
　Ｐｂ／（Ｚｒ＋Ｔｉ）＞｛Ｐｂ／（Ｚｒ＋Ｔｉ）｝Ｔａｒｇｅｔ　の関係を満たすこと
を特徴とする圧電素子の製造方法によって達成される。
【００１５】
　［５］また、上記目的は、吐出口に連通する個別液室と、該個別液室に対応して設けら
れた圧電素子を有し、前記個別液室内の液体を前記吐出口から吐出する液体吐出ヘッドを
有する液体吐出装置であって、上記本発明の液体吐出ヘッドを有することを特徴とする液
体吐出装置によって達成される。
【発明の効果】
【００１６】
　本発明によって、大きな圧電性を有し、かつ鉛過剰含有時に問題となる電圧印加時のリ
ーク電流を抑制できるジルコン酸チタン酸鉛を主成分とする圧電体およびこれを用いた圧
電素子を得ることが出来る。
【００１７】
　更に、本発明の製造方法で製造した圧電素子を用いることで、均一で高い吐出性能を示
し、微細なパターニングを行うことが可能な液体吐出ヘッドおよびこれを有する液体吐出
装置を得ることが出来る。
【発明を実施するための最良の形態】
【００１８】
　本発明の圧電体を有する圧電素子（圧電体薄膜素子）が優れた特徴を有する明確なメカ
ニズムは以下のことが考えられる。
【００１９】
　ＰＺＴ圧電体を薄膜法で形成する際又はＰＺＴ圧電体を形成した後の加熱焼成時に、Ａ
ＢＯ3で構成されるペロブスカイト型構造のＡサイト欠陥、つまりＰｂの欠陥、が生じ圧
電性を大きく阻害する主要因になっている。一般に、例えば、スパッタリング法等の薄膜
法により、ＰＺＴ圧電体を形成する場合、得られる圧電体のＰｂ、Ｚｒ、Ｔｉの元素比　
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Ｐｂ／（Ｚｒ＋Ｔｉ）　は一般式ＡＢＯ3で構成されるペロブスカイト型構造の化学量論
比である１より大きくなっている。これは、この欠陥を生じさせないようにする為に化学
量論比より過剰のＰｂが必要になるからと考えられる。しかしながら、この際、本来はか
なり過剰にＰｂを添加してもＰｂがＡサイトにすべて取り込まれることはない為、圧電体
中のＡサイトに取り込まれない過剰のＰｂがリークサイトとして働いてしまい、リーク電
流を増大させてしまう。
【００２０】
　図１は、神野伊策、「イオンビームスパッタ法によるＰｂ系強誘電体薄膜の形成及びそ
の機能性デバイス応用に関する研究」、大阪大学工学論第１３５５７号、１９９８年２月
２５日、ｐ．３５、図３－１（ａ）に記載されたバルクＰＺＴの状態図を引用し示したも
のである。
【００２１】
　本発明における、バルク状の圧電体とは、セラミックスの製造方法として一般的に用い
られる、焼結法、加圧焼結法により得られる圧電体をさす。また、バインダーを加熱除去
後に焼結を行う、グリーンシートを用いて得られた圧電体も広義にバルク状の圧電体とみ
なす。
　図１の曲線ＡＢＣに示されているように、ＡＢＯ3で構成されるペロブスカイト型構造
を有するＰＺＴは、バルク状態の場合、Ｚｒ、Ｔｉの元素比によって２３０℃から４９０
℃のキュリー温度Ｔｃ0を持つ。
　ここで、本発明の実施形態において、Ｚｒ、Ｔｉの元素比Ｚｒ／（Ｚｒ＋Ｔｉ）が０．
２以上０．８以下で、圧電体のキュリー温度Ｔｃと該圧電体のＺｒ、Ｔｉの元素比に於け
るバルク状態でのキュリー温度Ｔｃ0がＴｃ＞Ｔｃ0＋５０℃の関係を満たす場合は、次の
ような現象が考えられる。つまり、圧電体のＰｂ、Ｚｒ、Ｔｉの元素比Ｐｂ／（Ｚｒ＋Ｔ
ｉ）が１．０５以上であっても、過剰Ｐｂがリークサイトとしては働かず、リーク電流が
増大することがない為、より過剰にＰｂを含有させることが出来るようになる。その結果
、ＰｂのＡサイト欠陥がより少なくなり、圧電性が向上するもの等が例えば考えられる。
本発明の圧電体のＴｃの上昇はこの過剰Ｐｂがリークサイトとしては働かない状態になっ
ていることによると考えられる。
【００２２】
　また、本発明のような、圧電体のＴｃの変化は、圧電体が、ジルコン酸チタン酸鉛を主
成分とし、かつ前記圧電体がジルコン酸鉛を主成分とするターゲットを用いてスパッタリ
ング法により形成されたことが考えられる。さらに、形成した圧電体のＰｂ、Ｚｒ、Ｔｉ
の元素比　Ｐｂ／（Ｚｒ＋Ｔｉ）　が、前記ターゲットの元素比　｛Ｐｂ／（Ｚｒ＋Ｔｉ
）｝Ｔａｒｇｅｔ　に対し、下記の関係（２）を満たすことで、過剰のＰｂがＡサイトに
入りやすくなったこと等が考えられる。
【００２３】
　Ｐｂ／（Ｚｒ＋Ｔｉ）＞Ｐｂ／（Ｚｒ＋Ｔｉ）｝Ｔａｒｇｅｔ　　（２）
本発明の実施の形態を図面に基づいて説明する。
【００２４】
　図５に本発明の圧電素子の実施形態の一例の断面模式図を示す。本発明の圧電素子１０
は少なくとも第一の電極膜６、本発明に係る圧電体７および第二の電極膜８を含む圧電素
子である。図５に示した実施形態の圧電素子においては、圧電素子１０の断面形状は矩形
で表示されているが、台形や逆台形であってもよい。本実施形態の圧電素子１０は基板５
上に形成されるが、本実施形態の圧電素子１０を構成する第一の電極膜６および第二の電
極膜８はそれぞれ下部電極、上部電極どちらとしても良い。この理由はデバイス化の際の
製造方法によるものであり、どちらでも本発明の効果を得る事が出来る。また基板５と第
一の電極膜６の間にバッファ－層９があっても良い。
【００２５】
　本実施形態の圧電素子１０は、少なくとも基板５上又は基板５上に形成されたバッファ
ー層９上に第一の電極膜６を形成し、次に圧電体７をその上に形成し、更に第２の電極膜
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８を形成することによって製造することができる。
【００２６】
　本実施形態の圧電体７は、Ｐｂ（ＺｒxＴｉ1-x）Ｏ3（式中、ｘは、Ｚｒ、Ｔｉの元素
比　Ｚｒ／（Ｚｒ＋Ｔｉ）を表す。）で表されるペロブスカイト型構造を有するジルコン
酸チタン酸鉛（ＰＺＴ）を主成分とする。Ｐｂ、Ｚｒ、Ｔｉの元素比　Ｐｂ／（Ｚｒ＋Ｔ
ｉ）は、ペロブスカイト型構造の化学量論比である１より大きい１．０５以上である。さ
らに、Ｚｒ、Ｔｉの元素比　Ｚｒ／（Ｚｒ＋Ｔｉ）　が０．２以上０．８以下である。ま
た、該圧電体のキュリー温度Ｔｃと該圧電体のＺｒ、Ｔｉの元素比に於けるバルク状態で
のキュリー温度Ｔｃ0が　Ｔｃ＞Ｔｃ0＋５０℃　の関係を満たす。
【００２７】
　Ｐｂ、Ｚｒ、Ｔｉの元素比　Ｐｂ／（Ｚｒ＋Ｔｉ）を１．０５以上とするのは、Ｐｂ／
（Ｚｒ＋Ｔｉ）が化学量論比である１に近づくと圧電性が低下し、特にＰｂ／（Ｚｒ＋Ｔ
ｉ）が１以下で急激に圧電性が低下してしまう為である。Ｐｂを化学量論比より過剰にす
ると一般に電圧印加時のリーク電流が増大してしまう。特にＰｂ／（Ｚｒ＋Ｔｉ）が１．
２以上ではその影響が特に顕著になる傾向があるが、本実施形態の圧電素子１０の圧電体
７は更に過剰にしてもリーク電流が抑制される。ただし、あまりにも過剰にするとペロブ
スカイト型構造を有する圧電体が出来にくくなる為、通常Ｐｂ／（Ｚｒ＋Ｔｉ）は１．５
程度以下とすることが好ましい。
【００２８】
　また、一般式ＡＢＯ3で構成されるペロブスカイト型構造を有するＰＺＴを主成分とす
る圧電体は、バルク状態の場合、一般には図１に示すように温度やＺｒ、Ｔｉの元素比に
よって異なる結晶系を有するものとなる。例えば、図１に示されているように、立方晶（
領域「Ｐｃ」）、正方晶（領域「ＦT」）、菱面体晶（領域「ＦR（ＨＴ）」および「ＦR

（ＬＴ）」）、斜方晶（領域「ＡT」）のそれぞれの結晶相となる。本実施形態の圧電体
７の結晶相は、この他に単斜晶であっても構わない。ここで本実施形態における単斜晶と
は単位格子の格子定数が
β≠９０°、α＝γ＝９０°
である結晶をいう。ａ＝ｂでもａ≠ｂでも構わないが一般にａとｂとは近い値である。ま
た、例えば単斜晶と正方晶、単斜晶と菱面体晶、正方晶と菱面体晶、そのすべてなどの複
数結晶相が混在（混相）しても良いが、好ましくは単斜晶、又は単斜晶とそれ以外の結晶
相の混相である。本実施形態の圧電体７のＺｒ、Ｔｉの元素比　Ｚｒ／（Ｚｒ＋Ｔｉ）　
は０．２以上０．８以下であるが、圧電体が単斜晶を含む場合はＺｒ、Ｔｉの元素比　Ｚ
ｒ／（Ｚｒ＋Ｔｉ）　は０．５以上０．８以下であることが好ましい。これはＺｒ、Ｔｉ
の元素比　Ｚｒ／（Ｚｒ＋Ｔｉ）が０．５未満であると単斜晶を得ることが難しいこと、
かつ０．８を超えるとペロブスカイト型構造を有する膜が出来にくくなる為である。
【００２９】
　また、一般式ＡＢＯ3で構成されるペロブスカイト型構造を有するＰＺＴ圧電体は、バ
ルク状態の場合、一般には図１の曲線ＡＢＣに示すようにＺｒ、Ｔｉの元素比によって２
３０℃から４９０℃のキュリー温度Ｔｃ0を持つ。本発明においてキュリー温度とは分極
が消失する臨界温度の事をいう。一般に、ペロブスカイト型強誘電性結晶は、高温では立
方晶、室温では正方晶（ＰＺＴの場合は菱面体晶や斜方晶となる）の結晶構造を持つもの
が多い。高温では立方晶であるために自発分極は持たないが、温度が下がると相転移点を
通過して正方晶や菱面体晶や斜方晶になり、自発分極を生じる。この相転移する温度をキ
ュリー温度という。圧電体のキュリー温度測定では、一般に、温度を徐々に昇温もしくは
降温した際に相転移点付近で比誘電率が極大を示す温度をキュリー温度とする。本実施形
態の圧電体のキュリー温度Ｔｃもこのような方法により測定した。本実施形態の圧電体は
、バルク状態と同一元素比としたとき、そのキュリー温度Ｔｃは　Ｔｃ＞Ｔｃ0＋５０℃
　の関係を満たす。圧電体のＴｃが上述の関係を満たす場合はＺｒ、Ｔｉの元素比　Ｚｒ
／（Ｚｒ＋Ｔｉ）　は０．２以上０．８以下である。これはＺｒ／（Ｚｒ＋Ｔｉ）が０．
２未満であると膜の圧電性が低下してしまうこと、また０．８を超えるとペロブスカイト
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型構造を有する圧電体が出来にくくなる為である。ここで、本実施形態の圧電体のキュリ
ー温度Ｔｃとは圧電体の１ｋＨｚでの比誘電率が極大を示す温度である。
【００３０】
　更に、特に好ましくは、本実施形態の圧電体は単斜晶、又は単斜晶とそれ以外の結晶相
の混相であり、　Ｔｃ＞Ｔｃ0＋５０℃　の関係を満たし、かつ、Ｚｒ、Ｔｉの元素比　
Ｚｒ／（Ｚｒ＋Ｔｉ）　は０．５以上０．８以下であることが好ましい。更にはＺｒ、Ｔ
ｉの元素比　Ｚｒ／（Ｚｒ＋Ｔｉ）　は０．５以上０．６以下であることがより好ましい
。これはこのような圧電体の圧電性が最も高く、かつＰｂの過剰添加にもかかわらずリー
ク電流が増大しない為、圧電体に大電圧を印加することが可能になるとともに、寿命の長
い圧電体が得られる為である。
【００３１】
　尚、本実施形態の圧電体は上記主成分に微量の元素をドーピングした組成物から形成さ
れるものであっても良い。例えば、ＬａドープＰＺＴ　：ＰＬＺＴ［（Ｐｂ，Ｌａ）（Ｚ
，Ｔｉ）Ｏ3］のようなものから形成した圧電体であってもよい。
【００３２】
　また、本実施形態の圧電体の膜厚は１μｍ以上１０μｍ以下であることが好ましい。圧
電体の膜厚を１μｍ以上とすると単斜晶の相をもつ圧電体を容易に得ることができる。ま
た、１０μｍ以下とするとスパッタリング法等の薄膜法で容易に圧電体を形成することが
できる。
【００３３】
　また、本実施形態の圧電体の格子定数ａ、ｃは　１．００５＜ｃ／ａ＜１．０５　の関
係を満たすことが好ましい。図２は、神野伊策、「イオンビームスパッタ法によるＰｂ系
強誘電体薄膜の形成及びその機能性デバイス応用に関する研究」、大阪大学工学論第１３
５５７号、１９９８年２月２５日、ｐ．３５、図３－１（ｂ）を引用し示したものである
。図２に示されているように、一般式ＡＢＯ3で構成されるペロブスカイト型構造を有す
るＰＺＴ圧電体は、バルク状態の場合、一般には、Ｚｒ、Ｔｉの元素比　Ｚｒ／（Ｚｒ＋
Ｔｉ）　によってその格子定数が変化する。本実施形態の圧電体の格子定数ａ、ｃは　１
．００５＜ｃ／ａ＜１．０５　の関係を満たすことが好ましく、かつ格子定数ａと、その
Ｚｒ、Ｔｉの元素比におけるバルク状態の格子定数ａ0とは　ａ≧ａ0　の関係を満たすこ
とが更に好ましい。上記関係を満たす場合、圧電体のリーク電流がより抑えられる為であ
る。この詳細な理由は不明であるが、前述したＰｂのＡサイト欠陥がより少なくなりこの
変化が格子定数の変化に現れているものと考えられる。
【００３４】
　また、圧電体が１軸配向結晶又は単結晶からなる場合はより大きな圧電性を有するもの
となり好ましい。同様に＜１００＞配向である場合はさらに大きな圧電性を有するものと
なり好ましい。この際、圧電体の＜１００＞配向性は高い方が好ましく、最も好ましくは
圧電体が単結晶からなり配向率が１００％である場合である。
【００３５】
　ここで、本発明における配向とは、膜厚方向に単一の結晶方位をもつことを指す。例え
ば＜１００＞配向とは圧電体の膜厚方向の結晶軸が＜１００＞方向にそろっていることで
ある。本実施形態の圧電体が配向性を有するかはＸ線回折を用いて確認することができる
。例えば、ペロブスカイト型構造のＰＺＴを主成分とする圧電体からなる＜１００＞配向
の圧電体の例を次に示す。Ｘ線回折の２θ／θ測定で測定される圧電体に起因するピーク
は｛１００｝、｛２００｝等の｛Ｌ００｝面（Ｌ＝１、２、３、・・・、ｎ：ｎは整数）
に帰属されるピークのみが検出される。また、本発明において｛１００｝とは（１００）
や（０１０）や（００１）等で一般に表される計６面を総称した表現である。同様に本発
明において＜１００＞とは［１００］や［０１０］や［００１］等で一般に表される計６
方位を総称した表現である。
【００３６】
　一般に、例えば［１００］と［００１］は結晶系が立方晶の場合は同じであるが、単斜
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晶や正方晶や菱面体晶の場合は区別しなければならない。しかし、ＰＺＴに代表されるよ
うなペロブスカイト型構造の結晶は、単斜晶や正方晶や菱面体晶であっても立方晶に近い
格子定数を持つ。したがって、本発明においては正方晶の［１００］と［００１］や菱面
体晶の［１１１］と［－１－１－１］も＜１００＞や＜１１１＞で総称する。また、本発
明において＜１００＞配向とは、圧電体が膜厚方向に＜１００＞単一の結晶方位をもつこ
とを指すが、数度程度の傾きの範囲を持つもの、例えば、＜１００＞結晶軸が膜厚方向か
ら５°程度傾いていても＜１００＞配向という。
【００３７】
　本実施形態の圧電体の配向率はＸ線回折を用いて確認することができる。例えば圧電体
が＜１００＞配向の場合、Ｘ線回折の２θ／θ測定で圧電体の｛１００｝の回折が最も強
く検出されるように圧電体をセッティングする。この際、＜１００＞配向率は圧電体に起
因するすべての反射ピーク強度の和に対する、｛Ｌ００｝面（Ｌ＝１、２、３、・・・、
ｎ：ｎは整数）に起因するすべての反射ピーク強度の和の割合で定義する。
【００３８】
　また、本発明における１軸配向結晶とは、圧電体の膜厚方向に単一の結晶方位をもつ結
晶のことを指し、結晶の膜面内方位は特には問わない。例えば＜１００＞１軸配向結晶と
は、膜厚方向が＜１００＞方位のみの結晶により構成された膜である。本実施形態の圧電
体が１軸配向結晶であるかはＸ線回折を用いて確認することができる。例えば、ペロブス
カイト型構造のＰＺＴの＜１００＞１軸配向結晶からなる圧電体の場合、Ｘ線回折の２θ
／θ測定での圧電体に起因するピークは｛１００｝、｛２００｝等の｛Ｌ００｝面（Ｌ＝
１、２、３、・・・、ｎ：ｎは整数）のピークのみが検出される。かつ、｛１１０｝非対
称面の極点測定をした際には、図３のように矢印で示した圧電体の膜厚方向（圧電体の結
晶の｛Ｌ００｝面の法線方向）からの傾きが約４５°に該当する位置に各結晶の｛１１０
｝非対称面の極点がリング状のパターンとして測定される。
【００３９】
　また、本発明における単結晶とは膜厚方向および膜面内方向に単一の結晶方位を持つ結
晶のことを指す。例えば＜１００＞単結晶からなる圧電体とは、膜厚方向が＜１００＞方
位のみとなり、かつ、膜面内方向のある一方向が＜１１０＞方位のみの単一の結晶または
複数の結晶により構成された圧電体である。本実施形態の圧電体が１軸配向結晶であるか
はＸ線回折を用いて確認することができる。例えば、ペロブスカイト型構造のＰＺＴの＜
１００＞単結晶からなる圧電体の場合、Ｘ線回折の２θ／θ測定での圧電体に起因するピ
ークは｛１００｝、｛２００｝等の｛Ｌ００｝面（Ｌ＝１、２、３、・・・、ｎ：ｎは整
数）のピークのみが検出される。かつ、｛１１０｝非対称面の極点測定をした際には、図
４に示したパターンが測定される。すなわち、矢印で示した圧電体の膜厚方向（圧電体の
結晶の｛Ｌ００｝面の法線方向）からの傾きが約４５°に該当する円周上の９０°毎の位
置に各結晶（結晶）の｛１１０｝非対称面の極点が４回対称のスポット状のパターンとし
て測定される。
【００４０】
　また、本実施形態における、単結晶又は１軸配向結晶は次のようなものがあげられる。
例えば＜１００＞配向のＰＺＴペロブスカイト型構造で、｛１１０｝非対称面の極点測定
をする。この際に、圧電体の膜厚方向（圧電体の結晶の｛Ｌ００｝面の法線方向）からの
傾きが約４５°に該当する円周上の４５°毎の位置や３０°毎の位置に各結晶の｛１１０
｝非対称面の極点が８回対称や１２回対称のパターンとして測定される結晶があげられる
。また、パターンがスポットではなく楕円状である結晶でも本実施形態における単結晶と
１軸配向結晶の中間の対称性を有する結晶であるため、広義に単結晶又は１軸配向結晶と
みなす。同様に本発明では、例えば単斜晶と正方晶、単斜晶と菱面体晶、単斜晶と正方晶
と菱面体晶、単斜晶とその他の結晶相などの複数結晶相が混在（混相）する場合も、広義
に単結晶又は１軸配向結晶とみなす。さらに、双晶等に起因する結晶が混在する場合や、
転位や欠陥等がある場合も、広義に単結晶又は１軸配向結晶とみなす。
【００４１】
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　上述のように本実施形態の圧電体の結晶配向性はＸ線回折により容易に確認することが
出来るが、上述のＸ線回折の他にも、例えば透過型電子顕微鏡（ＴＥＭ）による断面観察
等によっても確認することが出来る。この場合、例えば膜厚方向に柱状に結晶転位が存在
する場合や双晶が確認できる場合も広義に単結晶とみなす。
【００４２】
　圧電体の結晶相はＸ線回折の逆格子空間マッピングによって特定することができる。例
えば、ＰＺＴの＜１００＞配向の圧電体が立方晶の場合、逆格子空間マッピングで（００
４）と（２０４）の逆格子点を測定する。その結果、（００４）逆格子点のｙ軸方向の大
きさ　Ｑｙ（００４）と、（２０４）逆格子点のｙ軸方向の大きさ　Ｑｙ（２０４）との
関係が　Ｑｙ（００４）＝Ｑｙ（２０４）となる。よって、（００４）逆格子点のｙ軸方
向の大きさ　Ｑｙ（００４）と、（２０４）逆格子点のｘ軸方向の大きさ　Ｑｘ（２０４
）との関係が　Ｑｙ（００４）＝２Ｑｘ（２０４）となるような逆格子点が得られる。
【００４３】
　また、例えば、ＰＺＴの＜１００＞配向の圧電体が正方晶の場合、逆格子空間マッピン
グで（００４）と（２０４）の逆格子点を測定する。その結果、（００４）逆格子点のｙ
軸方向の大きさ　Ｑｙ（００４）と、（２０４）逆格子点のｙ軸方向の大きさ　Ｑｙ（２
０４）との関係が　Ｑｙ（００４）＝Ｑｙ（２０４）となる。よって（００４）逆格子点
のｙ軸方向の大きさ　Ｑｙ（００４）と、（２０４）逆格子点のｘ軸方向の大きさ　Ｑｘ
（２０４）との関係が　Ｑｙ（００４）＜２Ｑｘ（２０４）となるような逆格子点が得ら
れる。
【００４４】
　また、例えば、ＰＺＴの＜１００＞配向の圧電体が単斜晶の場合、逆格子空間マッピン
グで（００４）と（２０４）を測定する。その結果、（００４）逆格子点のｙ軸方向の大
きさ　Ｑｙ（００４）と、（２０４）逆格子点のｙ軸方向の大きさ　Ｑｙ（２０４）との
関係が　Ｑｙ（００４）＞Ｑｙ（２０４）、もしくは　Ｑｙ（００４）＜Ｑｙ（２０４）
となる。よって、（００４）逆格子点のｙ軸方向の大きさ　Ｑｙ（００４）と、（２０４
）逆格子点のｘ軸方向の大きさ　Ｑｘ（２０４）との関係が　Ｑｙ（００４）＜２Ｑｘ（
２０４）となるような逆格子点が得られる。この際、Ｑｙ（００４）＞Ｑｙ（２０４）、
かつ、　Ｑｙ（００４）＜Ｑｙ（２０４）となるような２つの（２０４）逆格子点が現れ
ても構わない。この２つの逆格子は双晶の関係にあると思われる。
【００４５】
　また、例えば、ＰＺＴの＜１００＞配向の圧電体が菱面体晶の場合、逆格子空間マッピ
ングで（００４）と（２０４）を測定する。その結果（００４）逆格子点のｙ軸方向の大
きさ　Ｑｙ（００４）と、（２０４）逆格子点のｙ軸方向の大きさ　Ｑｙ（２０４）との
関係が　Ｑｙ（００４）＞Ｑｙ（２０４）、もしくは　Ｑｙ（００４）＜Ｑｙ（２０４）
となる。よって、（００４）逆格子点のｙ軸方向の大きさ　Ｑｙ（００４）と、（２０４
）のｘ軸方向の大きさ　Ｑｘ（２０４）との関係が　Ｑｙ（００４）≒２Ｑｘ（２０４）
となるような逆格子点が得られる。この際、Ｑｙ（００４）＞Ｑｙ（２０４）、かつ、　
Ｑｙ（００４）＜Ｑｙ（２０４）となるような２つの（２０４）逆格子点が現れても構わ
ない。この２つの逆格子は双晶の関係にあると思われる。
【００４６】
　同様に、別の配向や別の結晶相においても圧電体の結晶相はＸ線回折の逆格子空間マッ
ピングによって簡単に特定することができる。上述の方法の他にも、例えばＴＥＭによる
断面観察等によっても確認することが出来る。ここで、逆格子空間のｙ軸は圧電体の膜厚
方向であり、ｘ軸は圧電体の膜面内方向のある一方向である。
【００４７】
　本実施形態の圧電体の形成方法は特に限定されないが、１０μｍ以下の薄膜では通常、
ゾルゲル法、水熱合成法、ガスデポジション法、電気泳動法等の薄膜形成法を用いること
ができる。さらにはスパッタリング法、化学気相成長法（ＣＶＤ法）、有機金属気相成長
法（ＭＯＣＶＤ法）、イオンビームデポジション法、分子線エピタキシー法、レーザーア
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ブレーション法等の薄膜形成法を用いることができる。これらの薄膜形成法では、基板や
下部電極からのエピタキシャル成長を用いた圧電体の１軸配向化・単結晶化が可能となる
ため、さらに高い圧電性を有する圧電素子を形成することが容易となる。
【００４８】
　本実施形態の圧電体７は、スパッタリング法によって形成することが好ましい。ターゲ
ットとして、ジルコン酸チタン酸鉛を主成分とするターゲットが用いられる。ターゲット
のＰｂ、Ｚｒ、Ｔｉの元素比　｛Ｐｂ／（Ｚｒ＋Ｔｉ）｝Ｔａｒｇｅｔ　は、圧電体の元
素比　Ｐｂ／（Ｚｒ＋Ｔｉ）　に対し　Ｐｂ／（Ｚｒ＋Ｔｉ）＞｛Ｐｂ／（Ｚｒ＋Ｔｉ）
｝Ｔａｒｇｅｔとすることが好ましい。
【００４９】
　圧電体７を上記関係を満たすようにスパッタリング法によって形成すると、Ｐｂの過剰
添加にも関わらずリーク電流の増大を抑制することができる。また、ターゲットとして、
ターゲット密度が９０％以下であるジルコン酸チタン酸鉛を主成分とするターゲットを用
いることが好ましい。これにより、容易に、圧電体の元素比　Ｐｂ／（Ｚｒ＋Ｔｉ）　が
ターゲットの元素比　｛Ｐｂ／（Ｚｒ＋Ｔｉ）｝Ｔａｒｇｅｔ　に対し　Ｐｂ／（Ｚｒ＋
Ｔｉ）＞｛Ｐｂ／（Ｚｒ＋Ｔｉ）｝Ｔａｒｇｅｔ　の関係を満たす圧電体を形成できる。
なお、上記ターゲット密度（％）は、ジルコン酸チタン酸鉛の理論密度に対するターゲッ
トの密度（％）である。
【００５０】
　さらに、圧電体を形成する際にスパッタ電力を０．８Ｗ／ｃｍ2以上、成膜温度７５０
℃以下にすることが好ましい。これにより、容易に圧電体のＰｂ、Ｚｒ、Ｔｉの元素比Ｐ
ｂ／（Ｚｒ＋Ｔｉ）を１．０５以上にすることができる。また、圧電体のＰｂ／（Ｚｒ＋
Ｔｉ）　をターゲットの元素比　｛Ｐｂ／（Ｚｒ＋Ｔｉ）｝Ｔａｒｇｅｔ　に対し　Ｐｂ
／（Ｚｒ＋Ｔｉ）＞｛Ｐｂ／（Ｚｒ＋Ｔｉ）｝Ｔａｒｇｅｔとすることができる。
【００５１】
　このようにして圧電体を形成すると圧電体の膜厚が１μｍ以上であっても単斜晶を有す
る圧電体を得ることが容易となる。本実施形態の単斜晶の圧電体は特にＺｒ、Ｔｉの元素
比　Ｚｒ／（Ｚｒ＋Ｔｉ）　が０．５以上０．６以下で得られやすい結晶相である。この
組成はバルクＰＺＴの結晶相境界（Ｍｏｒｐｈｏｔｒｏｐｉｃ　Ｐｈａｓｅ　Ｂｏｕｎｄ
ａｒｙ：ＭＰＢ）組成と呼ばれ、特に大きな圧電性を期待することができる。
【００５２】
　スパッタリング法による圧電体の形成方法としては、ペロブスカイト型構造を有するＰ
ＺＴを主成分とする圧電体を得るために基板を６００℃程度に加熱しながら形成する加熱
スパッタリング法が挙げられる。また、３００℃以下の温度でアモルファスのＰＺＴを主
成分とする圧電体を形成した後に、後焼成によりペロブスカイト型の結晶にする低温スパ
ッタリング法を挙げることができる。本実施形態における圧電体の形成方法においてはそ
のどちらの方法でもよい。また加熱スパッタリング法によって圧電体を形成した後に後焼
成しても良い。ただし、圧電体の１軸配向化・単結晶化は加熱スパッタリング法のほうが
容易である為、加熱スパッタリング法を用いて圧電体を形成することが好ましい。
【００５３】
　本実施形態の圧電素子は、本実施形態の圧電体と、該圧電体に接する一対の電極とを有
する。本実施形態の圧電素子の第一の電極膜（電極）又は第二の電極膜（電極）は、前述
の圧電体と良好な密着性を有し、かつ導電性の高い材料、つまり上部電極膜又は下部電極
膜の比抵抗を１０-7～１０-2Ω・ｃｍとすることのできる材料からなることが好ましい。
このような材料は一般的に金属であることが多いが、例えば、Ａｕ、Ａｇ、ＣｕやＲｕ、
Ｒｈ、Ｐｄ、Ｏｓ、Ｉｒ、ＰｔなどのＰｔ族の金属を電極材料として用いることが好まし
い。また上記材料を含む銀ペーストやはんだなどの合金材料も高い導電性を有し、好まし
く用いることができる。また、例えば　ＩｒＯ（酸化イリジウム）、ＳＲＯ（ルテニウム
酸ストロンチウム）、ＩＴＯ（導電性酸化スズ）、ＢＰＯ（鉛酸バリウム）などの導電性
酸化物材料も電極材料として好ましい。また、電極膜は１層構成でもよく、多層構成でも
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よい。例えば基板との密着性を上げる為Ｐｔ／Ｔｉのような構成としても良い。電極膜の
膜厚は１００ｎｍから１０００ｎｍ程度とすることが好ましく、５００ｎｍ以下とするこ
とがさらに好ましい。電極膜の膜厚を１００ｎｍ以上とすると電極膜の抵抗が充分に小さ
くなり、１０００ｎｍ以下とすると圧電素子の圧電性を阻害する虞もなく好ましい。
【００５４】
　また、第一の電極膜が少なくとも＜１００＞配向したペロブスカイト型構造の酸化物電
極膜を含む場合は、＜１００＞配向した１軸配向膜又は単結晶膜を容易に作製することが
できる。特にＳＲＯは格子定数が４Å程度とＰＺＴの格子定数に近い為、容易に１軸配向
膜又は単結晶膜を作製することができる。
【００５５】
　本実施形態における電極膜の形成方法は特に限定されないが、１０００ｎｍ以下の電極
膜は、通常、ゾルゲル法、水熱合成法、ガスデポジション法、電気泳動法等の薄膜形成法
を用いて形成することができる。さらにはスパッタリング法、ＣＶＤ法、ＭＯＣＶＤ法、
イオンビームデポジション法、分子線エピタキシー法、レーザーアブレーション法等の薄
膜形成法を用いて形成することができる。これらの薄膜形成法では、基板やバッファー層
からのエピタキシャル成長を用いた電極膜の１軸配向化・単結晶化が可能となるため、圧
電体の１軸配向化・単結晶化が容易となる。
【００５６】
　次に、本実施形態の液体吐出ヘッドについて説明する。
【００５７】
　本実施形態の液体吐出ヘッドは、吐出口に連通する個別液室と、該個別液室に対応して
設けられた圧電素子を有し、前記個別液室内の液体を前記吐出口から吐出する液体吐出ヘ
ッドであって、前記圧電素子が、本実施形態の圧電素子であることを特徴とする。より詳
細には、本実施形態の液体吐出ヘッドは、吐出口と、吐出口に連通する個別液室と、個別
液室に対応して設けられた圧電素子と、前記個別液室と前記圧電素子との間に設けられた
振動板と、を有する。さらに、前記振動板により生じる前記個別液室内の体積変化によっ
て前記個別液室内の液体を前記吐出口から吐出し、前記圧電素子が本実施形態の圧電素子
であることを特徴とする。
【００５８】
　圧電素子として本実施形態の圧電素子を用いることで、均一で高い吐出性能を示し、微
細なパターニングを行うことが可能な液体吐出ヘッドを容易に得ることが出来る。本実施
形態の液体吐出ヘッドは、インクジェットプリンタやＦａｘ、複合機、複写機などの画像
形成装置、あるいは、インク以外の液体を吐出する産業用吐出装置に使用されても良い。
【００５９】
　本実施形態の液体吐出ヘッドを図６を参照しながら説明する。図６は本実施形態の液体
吐出ヘッドの実施形態の一例を示す模式図である。図６に示した実施形態の液体吐出ヘッ
ドは、吐出口１１、吐出口１１と個別液室１３を連通する連通孔１２、個別液室１３に液
を供給する共通液室１４を備えており、この連通した経路に沿って液体が吐出口１１に供
給される。個別液室１３の一部は振動板１５で構成されている。振動板１５に振動を付与
するための圧電素子１０は、個別液室１３の外部に設けられている。圧電素子１０が駆動
されると、振動板１５は圧電素子１０によって振動を付与され個別液室１３内の体積変化
を引き起こし、これによって個別液室１３内の液体が吐出口から吐出される。圧電素子１
０は、図６に示した実施形態においては、矩形の形をしているが、この形状は楕円形、円
形、平行四辺形等の形状としても良い。
【００６０】
　図６に示した液体吐出ヘッドの幅方向の断面模式図を図７に示す。図７を参照しながら
、本実施形態の液体吐出ヘッドを構成する圧電素子１０を更に詳細に説明する。圧電素子
１０の断面形状は矩形で表示されているが、台形や逆台形でもよい。また、図７中では第
一の電極膜６が下部電極膜１６、第二の電極膜８が上部電極膜１８に相当するが、本実施
形態の圧電素子１０を構成する第一の電極膜６および第二の電極膜８はそれぞれ下部電極
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膜１６、上部電極膜１８のどちらになっても良い。これはデバイス化時の製造方法による
ものであり、どちらでも本発明の効果を得る事が出来る。また振動板１５は本実施形態の
圧電素子１０を構成する基板５から形成したものであってもよい。また振動板１５と下部
電極膜１６の間にバッファ－層１９があっても良い。
【００６１】
　図８および図９は、図６に示した液体吐出ヘッドを上面側（吐出口１１側）から見たと
きの模式図である。破線で示された領域１３は、圧力が加わる個別液室１３を表す。個別
液室１３上に圧電素子１０が適宜パターニングされて形成される。例えば、図８において
、下部電極膜１６は圧電体７が存在しない部分まで引き出されており、上部電極膜１８（
不図示）は下部電極膜１６と反対側に引き出され駆動源につながれている。図８および図
９では下部電極膜１６はパターニングされた状態を示しているが、図７に示したように圧
電体７がない部分に存在するものであっても良い。圧電体７、下部電極膜１６、上部電極
膜１８は圧電素子１０を駆動する上で、駆動回路と圧電素子１０間にショート、断線等の
支障がなければ目的にあわせて最適にパターニングすることができる。また、個別液室１
３の形状が、平行四辺形に図示されているのは、基板として、Ｓｉ（１１０）基板を用い
、アルカリによるウエットエッチングを行って個別液室が作成された場合には、このよう
な形状になるためである。個別液室１３の形状は、これ以外に長方形であっても良いし、
正方形であっても良い。一般に、個別液室１３は、振動板１５上に一定のピッチ数で複数
個作成されるが、図９で示されるように、個別液室１３を千鳥配列の配置としてもよいし
、目的によっては１個であっても良い。
【００６２】
　振動板１５の厚みは、通常０．５～１０μｍであり、好ましくは１．０～６．０μｍで
ある。この厚みには、上記バッファー層１９がある場合はバッファー層の厚みも含まれる
。また、バッファー層以外の複数の層が形成されていても良い。例えば振動板と個別液室
を同じ基板から形成する場合に必要なエッチストップ層などが含まれていても良い。個別
液室１３の幅Ｗａ（図８参照）は、通常３０～１８０μｍである。長さＷｂ（図８参照）
は、吐出液滴量にもよるが、通常０．３～６．０ｍｍである。吐出口１１の形は、通常、
円形又は星型であり、径は、通常７～３０μｍとすることが好ましい。吐出口１１の断面
形状は、連通孔１２方向に拡大されたテーパー形状を有するのが好ましい。連通孔１２の
長さは、通常０．０５ｍｍから０．５ｍｍが好ましい。連通孔１２の長さを０．５ｍｍ以
下とすると、液滴の吐出スピードが充分大きくなる。また、０．０５ｍｍ以上とすると各
吐出口から吐出される液滴の吐出スピードのばらつきが小さくなり好ましい。また、本実
施形態の液体吐出ヘッドを構成する振動板、個別液室、共通液室、連通孔等を形成する部
材は、同じ材料であっても良いし、それぞれ異なっても良い。例えばＳｉ等であれば、リ
ソグラフィ法とエッチング法を用いることで精度良く加工することができる。また、異な
る場合に選択される部材としては、それぞれの部材の熱膨張係数の差が１×１０-8／℃か
ら１×１０-6／℃である材料が好ましい。例えばＳｉ基板に対してはＳＵＳ基板、Ｎｉ基
板等を選択することが好ましい。
【００６３】
　次に本実施形態の液体吐出ヘッドの製造方法について説明する。本実施形態の液体吐出
ヘッドの製造方法は、少なくとも、次の工程を有する。
（１）吐出口を形成する工程
（２）吐出口と個別液室を連通する連通孔を形成する工程
（３）個別液室を形成する工程
（４）個別液室に連通する共通液室を形成する工程
（５）個別液室に振動を付与する振動板を形成する工程
（６）個別液室の外部に設けられた振動板に振動を付与するための本実施形態の圧電素子
を製造する工程
　具体的には、例えば、本実施形態の液体吐出ヘッドを製造する第一の方法として、次に
述べる方法を挙げることができる。まず、前述の（６）の工程を適用して圧電素子１０を
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形成した基板に（３）の工程を適用して個別液室の一部および振動板を形成する。別途（
２）、（４）の工程を適用して連通孔と共通液室を形成した基体および（１）の工程を適
用して吐出口を有する基体を作製する。次に、上記基板およびこれらの基体を積層して一
体化して液体吐出ヘッドを製造する。
【００６４】
　また、本実施形態の液体吐出ヘッドを製造する第二の方法の方法として、次に述べる方
法を挙げることができる。まず、別途、少なくとも、（３）の工程を適用して個別液室が
形成される基体もしくは個別液室が形成された基体を作製する。次に、これに、（６）の
工程を適用して圧電素子が形成された基板もしくは（５）と（６）の工程により振動板と
圧電素子を形成した基板から圧電素子又は振動板と圧電素子を転写する。次に、圧電素子
又は振動板と圧電素子が転写された基体の少なくとも圧電素子等と対向する側の基体部分
を（２）の工程を適用して加工して個別液室を形成する。さらに上記第一の方法と同様に
して、連通孔と共通液室を形成した基体、吐出口を形成した基体を作製し、これらの基体
を積層して一体化して液体吐出ヘッドを製造する。
【００６５】
　第一の方法としては、図１０に示したように、まず、圧電素子の製造方法と同様にして
基板５上に圧電素子１０を設ける。次に、少なくとも、圧電素子１０をパターニングした
状態で基板５の一部を除去して、個別液室１３の一部を形成すると共に振動板１５を形成
する。別途、共通液室１４および連通孔１２を有する基体を作製し、さらに吐出口１１を
形成した基体を作製する。最後に、これらを積層して一体化して液体吐出ヘッドを形成す
る製造方法を挙げることができる。基板５の一部を除去する方法としては、ウエットエッ
チング法、ドライエッチング法、又はサンドミル法等の方法を挙げる事が出来る。基板５
の一部をこのような方法によって除去することで振動板１５と個別液室１３の少なくとも
一部を形成することができる。
【００６６】
　第二の方法として、例えば、図１１に示したように、まず、圧電素子の製造方法と同様
にして基板５上に圧電素子１０を設ける。次に、圧電素子１０がパターニングされない状
態で振動板１５を圧電素子上に成膜した基板を作製する。さらに個別液室１３を設けた基
体、連通孔１２および共通液室１４を設けた基体および吐出口１１を設けた基体等を作製
しこれらを積層した後に、上記基板から振動板、圧電素子等を転写する製造方法を挙げる
ことができる。
【００６７】
　又、図１２に示したように、まず、基板５上に圧電素子１０を形成しこれをパターニン
グして圧電素子を形成する。別途、振動板１５を基体上に設けさらに個別液室１３の一部
が設けられた基体、共通液室１４および連通孔１２が設けられた基体、吐出口１１を形成
した基体を作製する。さらに、これらを積層し、これに前記基板から圧電素子１０を転写
して液体吐出ヘッドを形成する製造方法を挙げることができる。
【００６８】
　転写時の接合方法としては無機接着剤又は有機接着剤を用いる方法でも良いが、無機材
料による金属接合がより好ましい。金属接合に用いられる材料としては、Ｉｎ、Ａｕ、Ｃ
ｕ、Ｎｉ、Ｐｂ、Ｔｉ、Ｃｒ、Ｐｄ等を挙げることができる。これらを用いると３００℃
以下の低温で接合出来、基板との熱膨張係数の差が小さくなるため、長尺化された場合に
圧電素子の反り等による問題が回避されるとともに圧電素子に対する損傷も少ない。
【００６９】
　第一の方法における連通孔１２や共通液室１４、及び第二の方法における個別液室１３
や連通孔１２や共通液室１４は、例えば形成部材（基体）をリソグラフィによりパターニ
ングする工程とエッチングにより部材の一部を除去する工程を行うことで形成できる。例
えば、第二の方法の場合、図１３で示されるａ）からｅ）の工程により、個別液室１３、
連通孔１２、共通液室１４が形成される。ａ）は個別液室１３用のマスクの形成工程を示
し、ｂ）は上部からエッチング等により個別液室１３が加工される工程（斜線部は、加工



(14) JP 5241087 B2 2013.7.17

10

20

30

40

50

部を意味する）を示す。また、ｃ）は個別液室１３の形成に用いたマスクの除去および連
通孔１２、共通液室１４用のマスクの形成工程を示し、ｄ）は下部からエッチング等によ
り連通孔１２および共通液室１４を加工する工程を示す。さらにｅ）は連通孔１２および
共通液室１４の形成に用いたマスクを除去し、個別液室１３、連通孔１２および共通液室
１４が形成された状態を模式的に示す。吐出口１１は、基体１７をエッチング加工、機械
加工、レーザー加工等することで形成される。ｆ）はｅ）の後に、吐出口１１が形成され
た基体１７を個別液室１３、連通孔１２および共通液室１４が形成された基体に接合した
状態を示す。吐出口を設けた基体１７の表面は、撥水処理がされている事が好ましい。各
基体の接合方法としては転写時の接合方法と同様であるが、その他、陽極酸化接合であっ
てもよい。
【００７０】
　第二の方法において、基板５上の圧電素子１０を転写する別の基体は、図１３のｅ）の
状態かｆ）の状態としたものを用いることが好ましい。ここで、基板５上の圧電素子上に
振動板を形成している場合は、図１３のｅ）又はｆ）の状態の個別液室１３上に直接転写
する。また、基板５上の圧電素子上に振動板を形成していない場合は、図１３のｅ）又は
ｆ）の状態の個別液室１３の孔を樹脂で埋めて振動板を成膜し、その後エッチングにより
この樹脂を除去して振動板を形成した後に転写する。この際、振動板はスパッタリング法
、ＣＶＤ法等の薄膜形成法を用いて形成することが好ましい。また、圧電素子１０のパタ
ーン形成工程は転写前後どちらであっても良い。
【００７１】
　次に、本実施形態の液体吐出装置について説明する。本実施形態の液体吐出装置は、上
記本実施形態の液体吐出ヘッドを有するものである。
【００７２】
　本実施形態の液体吐出装置の一例として、図１４および図１５に示すインクジェット記
録装置を挙げることができる。図１４に示す液体吐出装置（インクジェット記録装置）８
１の外装８２～８５及び８７を外した状態を図１５に示す。インクジェット記録装置８１
は、記録媒体としての記録紙を装置本体９６内へ自動給送する自動給送部９７を有する。
更に、自動給送部９７から送られる記録紙を所定の記録位置へ導き、記録位置から排出口
９８へ導く搬送部９９と、記録位置に搬送された記録紙に記録を行う記録部９１と、記録
部９１に対する回復処理を行う回復部９０とを有する。記録部９１には、本実施形態の液
体吐出ヘッドを収納し、レール上を往復移送されるキャリッジ９２が備えられる。
【００７３】
　このようなインクジェット記録装置において、コンピューターから送出される電気信号
によりキャリッジ９２がレール上を移送され、圧電体を挟持する電極に駆動電圧が印加さ
れると圧電体が変位する。この圧電体の変位により振動板１５を介して各個別液室を加圧
し、インクを吐出口１１から吐出させて、印字を行なう。
【００７４】
　本実施形態の液体吐出装置においては、均一に高速度で液体を吐出させることができ、
装置の小型化を図ることができる。
【００７５】
　上記例は、プリンターとして例示したが、本実施形態の液体吐出装置は、ファクシミリ
や複合機、複写機などのインクジェット記録装置の他、産業用液体吐出装置として使用す
ることができる。
【実施例】
【００７６】
　以下、本実施形態の圧電素子およびこれを用いた液体吐出ヘッドとその製造方法につい
て実施例を挙げて説明する。
【００７７】
≪実施例１≫
　実施例１の圧電体および圧電素子の製作手順は以下の通りである。
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【００７８】
　下部電極を兼ねるＬａドープＳｒＴｉＯ3｛１００｝基板上に圧電体ＰＺＴをスパッタ
リング法で基板温度６００℃を保持しながら膜厚３μｍ成膜した。ターゲットとしてはタ
ーゲット密度が８８％のＰＺＴを主成分とするものを用いた。ターゲットのＰｂ、Ｚｒ、
Ｔｉの元素比　｛Ｐｂ／（Ｚｒ＋Ｔｉ）｝Ｔａｒｇｅｔは０．９５、｛Ｚｒ／（Ｚｒ＋Ｔ
ｉ）｝Ｔａｒｇｅｔは０．５０とした。スパッタは下記の条件で行った。
スパッタガス　　Ａｒ／Ｏ2＝２０／１
スパッタ電力　　１．３Ｗ／ｃｍ2

スパッタガス圧　０．５Ｐａ
基板温度を６００℃に保持しながらスパッタ時間を調整し膜厚３μｍになるように成膜し
た。
【００７９】
　圧電体のＰｂ、Ｚｒ、Ｔｉの元素比は誘導結合プラズマ発光分析装置による組成分析（
ＩＣＰ組成分析）の結果、Ｐｂ／（Ｚｒ＋Ｔｉ）が１．２５、Ｚｒ／（Ｚｒ＋Ｔｉ）が０
．４０であり、Ｐｂ／（Ｚｒ＋Ｔｉ）＞｛Ｐｂ／（Ｚｒ＋Ｔｉ）｝Ｔａｒｇｅｔであった
。また、Ｘ線回折の２θ／θ測定の結果、ＰＺＴのペロブスカイト構造の｛００Ｌ｝面（
Ｌ＝１、２、３、・・・、ｎ：ｎは整数）に起因する反射ピークのみが検出され、非対称
面｛２０２｝の正極点測定を行ったところ、４回対称で反射ピークが現れた。この結果、
圧電体は＜１００＞配向のＰＺＴペロブスカイト型構造の単結晶膜であることを確認した
。同様にＸ線回折による｛００４｝、｛２０４｝の逆格子マッピング（図１６）より、Ｐ
ＺＴの格子定数はａ＝４．０４Å、ｃ＝４．１６Å、β＝９０°であり、正方晶であるこ
とおよびｃ／ａ＝１．０３であることを確認した。また、圧電体の比誘電率の温度依存性
を評価したところ５００℃で極大を示し、キュリー温度Ｔｃは５００℃であった。一方、
図１に示されている曲線ＡＢＣから求めた本実施例の圧電体のＺｒ、Ｔｉの元素比　Ｚｒ
／（Ｚｒ＋Ｔｉ）　におけるのバルク状態のキュリー温度Ｔｃ0はおよそ４２０℃であり
Ｔｃ＞Ｔｃ0＋５０℃の関係を満たしていた。さらにＰＺＴ上に電極膜としてＴｉ、Ｐｔ
の順でスパッタリング法によりそれぞれ４ｎｍ、１５０ｎｍ成膜し、実施例１の圧電素子
を作製した。
【００８０】
≪比較例１≫
　比較例１の圧電体および圧電素子を以下の手順で作製した。
【００８１】
　ターゲットとしてターゲット密度が８８％、ターゲットのＰｂ、Ｚｒ、Ｔｉの元素比　
｛Ｐｂ／（Ｚｒ＋Ｔｉ）｝Ｔａｒｇｅｔが０．８０、｛Ｚｒ／（Ｚｒ＋Ｔｉ）｝Ｔａｒｇ
ｅｔが０．５０のＰＺＴを主成分とするものを用いた。これ以外は実施例１と同様にして
圧電体および圧電素子を作製した。
【００８２】
　圧電体のＰｂ、Ｚｒ、Ｔｉの元素比はＩＣＰ組成分析の結果、Ｐｂ／（Ｚｒ＋Ｔｉ）が
１．０１、Ｚｒ／（Ｚｒ＋Ｔｉ）が０．４２であり、Ｐｂ／（Ｚｒ＋Ｔｉ）＞｛Ｐｂ／（
Ｚｒ＋Ｔｉ）｝Ｔａｒｇｅｔであった。また、Ｘ線回折の２θ／θ測定の結果、ＰＺＴの
ペロブスカイト構造の｛００Ｌ｝面（Ｌ＝１、２、３、・・・、ｎ：ｎは整数）に起因す
る反射ピークのみが検出され、非対称面｛２０２｝の正極点測定を行ったところ、４回対
称で反射ピークが現れた。この結果、圧電体は＜１００＞配向のＰＺＴペロブスカイト型
構造の単結晶膜であることを確認した。同様にＸ線回折による｛００４｝、｛２０４｝の
逆格子マッピングより、ＰＺＴの格子定数はａ＝４．０３Å、ｃ＝４．１７Å、β＝９０
．０°であり、正方晶であることおよびｃ／ａ＝１．０３であることを確認した。また、
圧電体の比誘電率の温度依存性を評価したところ４３０℃で極大を示し、キュリー温度Ｔ
ｃは４３０℃であった。一方、図１に示されている曲線ＡＢＣから求めた本比較例の圧電
体のＺｒ、Ｔｉの元素比　Ｚｒ／（Ｚｒ＋Ｔｉ）　におけるのバルク状態のキュリー温度
はおよそ４２０℃でありＴｃ＞Ｔｃ0＋５０℃の関係を満たしていなかった。
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【００８３】
≪実施例２≫
　実施例２の圧電体および圧電素子の製作手順は以下の通りである。
【００８４】
　Ｓｉ（１００）基板表面をフッ酸処理した後、ＹがドープされたＺｒＯ2膜をスパッタ
リング法で基板温度８００℃で１００ｎｍ成膜し、続いてＣｅＯ2膜を基板温度６００℃
で６０ｎｍ成膜した。どちらも＜１００＞配向の単結晶膜であった。更にこの上に下部電
極膜としてスパッタリング法によりＬａＮｉＯ3（ＬＮＯ）膜を１００ｎｍ厚で基板温度
３００℃で成膜した。さらにこのＬＮＯ膜上にＳｒＲｕＯ3（ＳＲＯ）膜を基板温度６０
０℃で２００ｎｍ成膜し下部電極膜等を有する基板を得た。電極膜もＳＲＯ膜も＜１００
＞配向の単結晶膜であった。
【００８５】
　ターゲット密度が８８％のＰＺＴを主成分とするもので、Ｐｂ、Ｚｒ、Ｔｉの元素比　
｛Ｐｂ／（Ｚｒ＋Ｔｉ）｝Ｔａｒｇｅｔが１．００、｛Ｚｒ／（Ｚｒ＋Ｔｉ）｝Ｔａｒｇ
ｅｔが０．７５であるターゲットを用いた。ターゲットと、上記の下部電極膜等を有する
基板を用いたこと以外は実施例１と同様にして実施例２の圧電体および圧電素子を作製し
た。
【００８６】
　圧電体のＰｂ、Ｚｒ、Ｔｉの元素比はＩＣＰ組成分析の結果、Ｐｂ／（Ｚｒ＋Ｔｉ）が
１．４５、Ｚｒ／（Ｚｒ＋Ｔｉ）が０．６５であり、Ｐｂ／（Ｚｒ＋Ｔｉ）＞｛Ｐｂ／（
Ｚｒ＋Ｔｉ）｝Ｔａｒｇｅｔであった。また、Ｘ線回折の２θ／θ測定の結果、ＰＺＴの
ペロブスカイト構造の｛００Ｌ｝面（Ｌ＝１、２、３、・・・、ｎ：ｎは整数）に起因す
る反射ピークのみが検出され、非対称面｛２０２｝の正極点測定を行ったところ、４回対
称で反射ピークが現れた。この結果、圧電体は＜１００＞配向のＰＺＴペロブスカイト型
構造の単結晶膜であることを確認した。同様にＸ線回折による｛００４｝、｛２０４｝の
逆格子マッピングより、ＰＺＴの格子定数はａ＝４．０９Å、ｃ＝４．１３Å、β＝８９
．５°であり、単斜晶であることおよびｃ／ａ＝１．０１であることを確認した。尚、｛
２０４｝面に起因する逆格子点はピークが上下に分裂しており、単斜晶が双晶の関係にな
っていることが確認できた。また、圧電体の比誘電率の温度依存性を評価したところ５２
０℃で極大を示し、キュリー温度Ｔｃは５２０℃であった。一方、図１に示されている曲
線ＡＢＣから求めた本実施例の圧電体のＺｒ、Ｔｉの元素比　Ｚｒ／（Ｚｒ＋Ｔｉ）　に
おけるのバルク状態のキュリー温度はおよそ３５０℃でありＴｃ＞Ｔｃ0＋５０℃の関係
を満たしていた。
【００８７】
≪実施例３≫
　実施例３の圧電体および圧電素子の製作手順は以下の通りである。
【００８８】
　熱酸化膜のＳｉＯ2層が１００ｎｍ厚で形成されているＳｉ基板上にＴｉＯ2膜を４ｎｍ
成膜後、Ｐｔ膜を基板温度２００℃で１００ｎｍ厚にスパッタリング法で成膜した。Ｐｔ
膜は＜１１１＞配向膜であった。更にこの上に下部電極膜としてスパッタリング法により
ＬａＮｉＯ3（ＬＮＯ）膜を１００ｎｍ厚で基板温度３００℃で成膜した。さらにこのＬ
ＮＯ膜上にＳｒＲｕＯ3（ＳＲＯ）膜を基板温度６００℃で２００ｎｍ成膜し下部電極膜
等を有する基板を得た。電極膜もＳＲＯ膜も＜１００＞配向の１軸結晶膜であった。
【００８９】
　次に、上記の下部電極膜等を有する基板を用いたこと以外は実施例２と同様にして、実
施例３の圧電体および圧電素子を作製した。
【００９０】
　圧電体のＰｂ、Ｚｒ、Ｔｉの元素比はＩＣＰ組成分析の結果、Ｐｂ／（Ｚｒ＋Ｔｉ）が
１．３５、Ｚｒ／（Ｚｒ＋Ｔｉ）が０．６３であり、Ｐｂ／（Ｚｒ＋Ｔｉ）＞｛Ｐｂ／（
Ｚｒ＋Ｔｉ）｝Ｔａｒｇｅｔであった。また、Ｘ線回折の２θ／θ測定の結果、ＰＺＴの
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ペロブスカイト構造の｛００Ｌ｝面（Ｌ＝１、２、３、・・・、ｎ：ｎは整数）に起因す
る反射ピークのみが検出され、非対称面｛２０２｝の正極点測定を行ったところ、リング
状のピークが現れた。この結果、圧電体は＜１００＞配向のＰＺＴペロブスカイト型構造
の１軸配向膜であることを確認した。同様にＸ線回折による｛００４｝、｛２０４｝の逆
格子マッピングより、ＰＺＴの格子定数はａ＝４．０８Å、ｃ＝４．１４Å、β＝８９．
０°であり、単斜晶であることおよびｃ／ａ＝１．０１であることを確認した。また、圧
電体の比誘電率の温度依存性を評価したところ５２０℃で極大を示し、キュリー温度Ｔｃ
は５２０℃であった。一方、図１に示されている曲線ＡＢＣから求めた本実施例の圧電体
のＺｒ、Ｔｉの元素比　Ｚｒ／（Ｚｒ＋Ｔｉ）　におけるのバルク状態のキュリー温度は
およそ３５０℃でありＴｃ＞Ｔｃ0＋５０℃の関係を満たしていた。
【００９１】
≪比較例２≫
　比較例２の圧電体および圧電素子を以下の手順で作製した。
【００９２】
　ターゲットとして、ターゲット密度が９８％、ターゲットのＰｂ、Ｚｒ、Ｔｉの元素比
｛Ｐｂ／（Ｚｒ＋Ｔｉ）｝Ｔａｒｇｅｔが１．５０、｛Ｚｒ／（Ｚｒ＋Ｔｉ）｝Ｔａｒｇ
ｅｔが０．７０のＰＺＴを主成分とするものを用いた。これ以外は実施例２と同様にして
比較例２の圧電体および圧電素子を作製した。
【００９３】
　圧電体のＰｂ、Ｚｒ、Ｔｉの元素比はＩＣＰ組成分析の結果、Ｐｂ／（Ｚｒ＋Ｔｉ）が
１．４０、Ｚｒ／（Ｚｒ＋Ｔｉ）が０．７０であった。また、Ｘ線回折の２θ／θ測定の
結果、ＰＺＴのペロブスカイト構造の｛００Ｌ｝面（Ｌ＝１、２、３、・・・、ｎ：ｎは
整数）に起因する反射ピークのみが検出され、非対称面｛２０２｝の正極点測定を行った
ところ、４回対称で反射ピークが現れた。この結果、圧電体は＜１００＞配向のＰＺＴペ
ロブスカイト型構造の単結晶膜であることを確認した。同様にＸ線回折による｛００４｝
、｛２０４｝の逆格子マッピングより、ＰＺＴの格子定数はａ＝４．０９Å、ｃ＝４．１
４Å、β＝９０°であり、正方晶であることおよびｃ／ａ＝１．０１であることを確認し
た。また、圧電体の比誘電率の温度依存性を評価したところ３４０℃で極大を示し、キュ
リー温度Ｔｃは３４０℃であった。一方、図１に示されている曲線ＡＢＣから求めた本比
較例の圧電体のＺｒ、Ｔｉの元素比　Ｚｒ／（Ｚｒ＋Ｔｉ）　におけるのバルク状態のキ
ュリー温度は３３０℃でありＴｃ＞Ｔｃ0＋５０℃の関係を満たしていなかった。
【００９４】
≪上述の例における圧電定数及びリーク電流の測定結果の比較≫
　表１に、実施例１、２および３並びに比較例１および２の圧電素子の圧電定数およびリ
ーク電流の測定結果を示す。ここで、圧電定数は、上部電極をφ１００μｍパターンに加
工し、上下電極に電圧を印加した際の微小変位を走査型プローブ顕微鏡（ＳＰＭ）により
測定するｄ３３モードの圧電定数を測定することで評価した。またリーク電流は、圧電定
数測定と同様に上部電極をφ１００μｍパターンに加工し、上下電極間にＤＣ電圧を１０
０Ｖ印加した際の上下電極間のリーク電流を測定することで評価した。
【００９５】
【表１】

【００９６】
　表１に示されているように、実施例１は比較例１と比較して圧電定数が同等以上にもか
かわらずリーク電流が低く抑えられている。また、実施例２、３は比較例２と比較して大
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きな圧電定数をもち、かつリーク電流も抑えられていることが確認できる。
【００９７】
≪実施例４、比較例３≫
　次に実施例４と比較例３の液体吐出ヘッドを以下の手順で作製した。
【００９８】
　エピタキシャルＳｉ膜が５００ｎｍ厚、ＳｉＯ2層が５００ｎｍ厚で成膜されたＳＯＩ
基板を用いた。それ以外は実施例２又は比較例２と同様にして圧電素子を作製し、アクチ
ュエーター部をパターニングした後、ハンドル層のＳｉ基板を誘導結合プラズマ法（ＩＣ
Ｐ法）でドライエッチングして振動板と個別液室を形成した。次に、これに共通液室、連
通孔を形成した別のＳｉ基板を張り合わせた。さらに吐出口の形成された基板を共通液室
、連通孔が形成されている前記Ｓｉ基板に張り合わせる事により、振動板がＳｉＯ2層、
Ｓｉ膜、ＹがドープされたＺｒＯ2膜、ＣｅＯ2膜となる液体吐出ヘッドを作製した。実施
例２と同様にして圧電素子を作製した液体吐出ヘッドを実施例４の液体吐出ヘッド、比較
例２と同様にして圧電素子を作製した液体吐出ヘッドを比較例３の液体吐出ヘッドとした
。
【００９９】
　これらの液体吐出ヘッドに駆動信号を印加して駆動し、液体吐出ヘッドの個別液室中心
部に上部電極側からφ２０μｍのレーザーを照射し、レーザードップラー変位系により液
体吐出ヘッドの変位量を評価した。実施例４の液体吐出ヘッドは１０8回の駆動信号に対
しても追随性の良い変位を示したが、比較例３の液体吐出ヘッドは変位量が小さいととも
に１０5回で変位の減衰が見られた。
≪実施例５≫
　実施例５の圧電体および圧電素子の作製手順は以下のとおりである。但し、実施例１と
同じ部分の説明は省略した。
【０１００】
　下部電極を兼ねるＬａドープＳｒＴｉＯ3｛１００｝基板上に圧電体ＰＺＴをスパッタ
リング法で基板温度６００℃を保持しながら膜厚３μｍ成膜した。ターゲットとしてはタ
ーゲット密度が８８％のＰＺＴを主成分とするものを用いた。ターゲットの元素比　｛Ｐ
ｂ／（Ｚｒ＋Ｔｉ）｝Ｔａｒｇｅｔは０．８５、｛Ｚｒ／（Ｚｒ＋Ｔｉ）｝Ｔａｒｇｅｔ
は０．４５とした。スパッタガスＡｒ／Ｏ2＝２０／１、スパッタ電力１．６Ｗ／ｃｍ2、
スパッタガス圧０．１Ｐａの条件の元で、基板温度を６２０℃に保持しながら３μｍの膜
を成膜した。圧電体のＰｂ／（Ｚｒ＋Ｔｉ）は１．１０、Ｚｒ／（Ｚｒ＋Ｔｉ）は０．３
５であり、Ｐｂ／（Ｚｒ＋Ｔｉ）＞｛Ｐｂ／（Ｚｒ＋Ｔｉ）｝Ｔａｒｇｅｔであった。ま
た。圧電体は＜１００＞配向のＰＺＴペロブスカイト型構造の単結晶膜であり、格子定数
はａ＝４．０４Å、ｃ＝４．１３Å、β＝９０°であり、正方晶であること、ｃ／ａ＝１
．０２であることを確認した。また、圧電体の比誘電率の温度依存性は４８５℃で極大を
示し、キュリー温度Ｔｃは４８５℃であった。一方、図１に示されている曲線ＡＢＣから
求めた本実施例の圧電体のＺｒ、Ｔｉの元素比　Ｚｒ／（Ｚｒ＋Ｔｉ）　におけるのバル
ク状態のキュリー温度Ｔｃ0は４２５℃でありＴｃ＞Ｔｃ0＋５０℃の関係を満たす。また
、実施例１の圧電体に比べて鉛を少なくした本実施例の圧電体も、好適に利用可能であっ
た。
【図面の簡単な説明】
【０１０１】
【図１】バルクＰＺＴの状態図である。
【図２】バルクＰＺＴのＺｒ、Ｔｉ元素比の変化による格子定数の変化を示す図である。
【図３】本実施形態における１軸配向結晶の一例の模式図およびそのＸ線回折による正極
点図模式図である。
【図４】本実施形態における単結晶の一例の模式図およびそのＸ線回折による正極点図模
式図である。
【図５】本実施形態の圧電素子の実施形態の一例を示す模式図である。
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【図６】本実施形態の液体吐出ヘッドの実施形態の一例を示す模式図である。
【図７】図６の液体吐出ヘッドの幅方向の断面模式図である。
【図８】図６の液体吐出ヘッドを上面側（吐出口側）から見た模式図である。
【図９】図６の液体吐出ヘッドを上面側（吐出口側）から見た模式図である。
【図１０】本実施形態の液体吐出ヘッドの製造工程の一例を示す概略図である。
【図１１】本実施形態の液体吐出ヘッドの製造工程の一例を示す概略図である。
【図１２】本実施形態の液体吐出ヘッドの製造工程の一例を示す概略図である。
【図１３】本実施形態の液体吐出ヘッドの製造工程の一例を示す概略図である。
【図１４】本実施形態の液体吐出装置の一実施形態を示す斜視図である。
【図１５】本実施形態の液体吐出装置の一実施形態を示す斜視図である。
【図１６】実施例１の圧電体のＸ線回折による｛００４｝、｛２０４｝の逆格子マッピン
グ図である。
【符号の説明】
【０１０２】
５　　基板
６　　第一の電極膜
７　　圧電体
８　　第二の電極膜
９　　バッファー層
１０　圧電素子
１１　吐出口
１２　連通孔
１３　個別液室
１４　共通液室
１５　振動板
１６　下部電極膜
１７　吐出口を設けた基板
１８　上部電極膜
１９　バッファー層
８１　液体吐出装置
８２　外装
８３　外装
８４　外装
８５　外装
８７　外装
９０　回復部
９１　記録部
９２　キャリッジ
９６　装置本体
９７　自動給送部
９８　排出口
９９　搬送部
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